



































　（a）　都市計画区域（都計法 4 条 ２ 項、 5 条）または準都市計画区域
2）
（ 4





























市計画法 ３ 章 1 節の規定に基づく事務を処理することができる（都市再生












おそれがある工作物で政令で定めるもの」をいい（ ３ 条11項、都計令 1 条
1 項）、後者は、「ゴルフコースその他大規模な工作物で政令で定めるも
の」をいう（ ３条11項、都計令 1条 ２項）。














































































物で建築基準法88条 ２ 項の政令で指定する工作物（建基令1３8条 ３ 項）に該
当するものにあっては、当該開発区域内の土地について用途地域等（用途
地域、特別用途地区、特定用途制限地域、特定用途誘導地区、流通業務地区ま




























を受け、確認済証の交付を受けなければならない（建基法 6 条 1 項前段、
6条の ２第 1 項）。検査済証の交付を受けた後でなければ、建築物の建築等
の工事は、することができない（ 6 条 8 項）。判例は、建築確認の目的・
都市計画法施行規則60条に定める適合証明書およびその交付行為について
― 7３ ―
































建築基準法 6条 1項 1号から ３号までに掲げる建築物に該当しなくても、
同項 4 号に掲げる建築物（いわゆる 4 号建築物）として、建築確認を受け
ることが必要となる。
　（b）　建築主事は、確認の申請書を受理した場合においては、建築基準











者に交付しなければならない（ 6条の 7項、 6条の ２第 4項）。
　建築主事は、申請に係る建築物の計画が特定構造計算基準（ 6 条の ３ 第
1 項。建築基準法２0条 1 項 ２ 号イの政令で定める基準に従った構造計算で同号
イに規定する方法によるものによって確かめられる安全性を有することに係る
部分に限る）に適合するかどうかを審査する場合その他建築基準法施行規





（ 6条の ３第 1 項）を要するものであるときは、建築主から適合判定通知書
またはその写しの提出を受けた場合に限り、確認をすることができる（ 6
条 5項、 6条の ２第 ３項、 6条の ３第 7項）。
都市計画法施行規則60条に定める適合証明書およびその交付行為について
― 75 ―





るもの（88条 1 項前段、建基令1３8条 ２ 項）、③製造施設、貯蔵施設、遊戯施












1 項および ２項、３5条の ２第 1 項、41条 ２ 項（同法３5条の ２第 4 項において
準用する場合を含む）、4２条、4３条 1 項ならびに5３条 1 項および同条 ２項に







































































































































はできないと解されている（東京高判平成1２年 4 月1３日訟月47巻 9 号２771頁




























































































































































































































































域」を準都市計画区域として指定することができる（ 5条の ２第 1項、都計則 ３条






























61頁［安本典夫執筆］、金子正史「開発許可制度管見（ 1）・（ ２）・（ ３・完）」自研
















10）金子・前掲論文（ 1） 5～ 6頁、同・前掲書２7頁注３6、２18頁。
11）荒＝小高編・前掲書6３頁［安本］、安本・前掲書1２6頁。
1２）金子・前掲論文（ 1） 6頁、同・前掲書18頁、２5２頁注11、安本・前掲書1２5頁な
ど参照。また、開発行為許可通知書以外の例について、金子・前掲論文（ 1） 9頁
注10、（ ２）4３～44頁など参照。
1３）荒・前掲書5２～5３頁、渡邉・前掲評釈２70～２71頁参照。
14）学説上も、違法とは考えられていない。荒・前掲書50頁、金子・前掲書２7頁注
２8。ただし、荒・前掲評釈（判評）176頁、金子・前掲論文（ ２）45頁注３7では、
そのような実務上の処理を認めることにつき、限定的な立場がとられている。
15）ただし、荒・前掲書5２頁、同・前掲評釈（主要民事判例解説）３３5頁は、適合証
明書の添付が建築確認申請の受理要件と解されていたことから、その手続法的効果
という点で検討の余地があることを指摘していた。
16）荒・前掲書5２頁、金子・前掲書２49頁。また、渡邉・前掲評釈２70～２71頁、阿
部・前掲評釈1３２頁、金子・前掲論文（ ３・完）40～41頁参照。
17）中川丈久ほか編著『公法系訴訟実務の基礎〔第 ２ 版〕』（２011年）4３0～4３1頁参
照。
18）たとえば、広岡隆『判例・建築基準法』（1990年）３4～３5頁にも、本文と同様の
見解が述べられている。
19）安本典夫「都市計画行政の過程における争訟のあり方」立命館法学２２8号（199３
年）145～148頁、15３頁注２6、荒＝小高編・前掲書64頁［安本］。また、金子・前掲
論文（ ３・完）３３～３5頁、友岡・前掲論文147～148頁。
２0）金子・前掲書２３4～２３8頁、２46～２47頁、安本・前掲書1２6頁注64。
２1）平岡・前掲評釈4３頁、阿部・前掲評釈1３２頁、金子・前掲論文（ ３・完）40～41
頁、同・前掲書２48～２49頁。
［付 記］
　本号には、当初、前号（白山法学1２号）に掲載した「日本国憲法下における大都市
制度（ 1）」の続編である「日本国憲法下における大都市制度（ ２・完）」の掲載を予
定していたが、紙幅の制約により、それを一括して掲載することができなくなったた
白山法学　第1３号　２017
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め、同論文は次号以降に掲載させていただくこととした。
